
さっぽろ建設産業活性化プラン2025　数値指標

■プラン全体の評価指標

■プランの評価指標（長期）

■プランの評価指標（短期）

■目指す将来像に向けた方向性

■方向性１：建設産業の魅力の発信

■方向性２：担い手の確保・育成の強化

■方向性３：さらなる働きやすい環境づくりの推進

■方向性４：生産性向上に関する取組強化

■方向性５：企業経営の強化・安定化

■方向性６：持続可能な社会への貢献

各指標

策定時
2025

（実績）
評価

2029
（目標）

全就業者数に対する建設就業者数の割合
　①全年齢
　②29歳以下の区分

①8.1％
②4.9％

ー
―

(～2040)
①8.0％
②8.0％

建設産業に対して魅力を感じる人の割合 ３割 ３割 ５割

〇個別評価指標 各指標

・主な取組項目 内容 現状 2025 評価 2029

〇広報事業への参加者数 1.4万人/年 1.5万人/年 2.0万人/年

・1-1-2【拡充】体験イベントの実施 イベント数 5回 6回 10回

・1-1-3【新規】年代に応じた効果的なツールによる情報発信 HP閲覧数 HP開設 約8,000回 延べ３万回

〇建設業における２９歳以下の就業者の割合 9.2%
ー

― 15.0%

〇建設業における女性就業者の割合 16.3%
ー

― 25.0%

・2-1-2【拡充】インターンシップの受入拡大
助成制度を

活用した人数
60人 63人 120人

・2-2-3【継続】除雪オペレーターの育成支援 助成件数 40件 17件 40件

〇労働状況に関する就業者の満足度（工事） － ８割 ７割

〇労働状況に関する就業者の満足度（業務） － ８割 ７割

〇札幌圏内の労働災害の発生件数 320件 267件
計画期間を通し

前年以下

〇設計労務単価に対する平均賃金の割合 72.7% 68.3％ 100%

・3-1-1【拡充】発注工事等における週休2日の確保
・3-1-2【新規】週休2日の確保に対する市民理解の醸成

4週8休以上の
達成割合

89％ 92％ 100％

・3-2-1【継続】債務負担行為を活用した工事の早期発注 平準化率 0.83
0.82

0.8以上

・3-2-2【拡充】工事における余裕期間制度の適用 適用割合 20％ 36％
可能な工事

全て

・3-4-1【拡充】業務の履行期限の分散 第４四半期納期率 0.7 0.6 0.50以下

・3-7-1【拡充】工事等における快適トイレなどの設置の拡大
快適トイレ試行
工事の発注割合

ー 99% 100％

・3-7-2【拡充】就業者の装備品購入に対する支援 助成件数 10件 40件 30件

・3-9-3【新規】建設キャリアアップシステムの導入 取組企業率 14.8％
51.8％

拡大

〇市内建設企業におけるＩＣＴ施工の経験割合 ２割 ３割 ４割

〇市内建設企業におけるデジタル技術の活用割合 ３割 ３割 ５割

〇発注工事における提出書類に関する改善の要望割合 ９割 ９割 ３割以下

〇工事現場における作業効率
－ 1.09倍 1.2倍

・4-1-1【拡充】工事におけるICT活用の推進
・4-1-2【新規】効果的なICT活用策の検討
・4-1-3【新規】ICTの活用促進に向けた研修等の実施

ICT施工の実施率 ６割 ７割 ７割以上

・4-2-1【拡充】デジタル技術の活用(工事・業務)
・4-3-2【拡充】工事等における提出書類の電子化

デジタル技術活用
工事の発注割合

８割 ８割 10割

・4-3-1【拡充】提出書類の縮減に向けた検討
・4-3-2【拡充】工事等における提出書類の電子化

工事における
電子納品の実施率

ー ４割 ６割以上

〇市内建設企業の売上高営業利益率 2.7% 3.4％ 3.0%

・5-3-1【拡充】工事内容に応じた多様な入札契約制度の活用
総合評価落札方式の

発注割合
22％ 25.9％

25％
※2027時点

・5-3-2【拡充】若手や女性の活用や育成に取り組む企業を評価する入札方式の拡大
人材確保・育成型

発注割合
1％ 2.8％ 5％

〇脱炭素に取り組む企業の割合 ５割 約８割 10割

・6-2-1【新規】ゼロカーボン推進に向けた取組
・6-2-2【新規】企業における脱炭素の取組実施

工事におけるゼロ
カーボンの取組割合

５割 約８割 10割

（国勢調査）

（国勢調査）

（国勢調査）

参考R6

参考R6.6

　※ICT施工による作業人工の変化

↓（凡例）↓

※再集計

※再集計

（建設業振興基金データを基に延べ企業数で算出） （企業アンケート）





​（5）各種メディアを活用したＰＲの実施​

​　・札幌市広報番組を活用した建設業PR事業の紹介​

​（6）普通科高校へのインターンシップ促進​

​　・北海道教育庁・市教育委員会と連携し、市内の普通高校に​

​　　建設業のインターンシップへの参加協力依頼。​

​　・​​今年度は現在３校（札幌新川高校、札幌東豊高校、札幌厚別​

​高校）と具体的な調整中。​

​（7）女性や他分野からの入職希望者​

​　・​​前回協議会で議題に挙げた「建設産業PRパンフレット」が完成。​

​　　ハローワーク及び建設産業PR等で活用中。​

​（8）助成金制度の実施​

​　・今年度は、7つのメニューの助成を実施　​

​メニュー​ ​助成額​
​実績（件）​

​R6​ ​R7​

​①女性の作業服等の装備品購入に対する助成※１​ ​1人あたり最大3万円​ ​24​ ​40​

​②企業のインターンシップ受入れに対する助成​

​（R7拡充）​

​1日で4万円​ ​－​ ​6​

​2日で7万円、3日以上で​

​10万円​
​28​ ​25​

​③大型特殊免許取得に係る費用の助成​ ​1人あたり最大4万円​ ​30​ ​17​

​④サッポロＱＭＳ認証取得に係る助成​ ​最大25万円​ ​15​ ​9​

​⑤ＩＣＴ施工導入支援に係る助成​

​施工に50万円​ ​16​ ​16​

​研修実施に3万円or6万円​

​研修参加に3万円　※２​
​27​ ​8​

​⑥免許・資格取得に係る助成（R7新設）※１​ ​1人あたり最大5万円​ ​－​ ​21​

​⑦建設DXに係る助成（R7新設）​ ​1企業あたり最大10万円​ ​－​ ​1​

​合計​ ​134​ ​143​
​　　※１：助成した人数をカウント。​

​　　※２：研修会等への参加は参加人数、社内研修等の開催は回数をカウント。​

​　〇建設DXに関わる助成事例　​​※交付決定済含む​

​　・「スパイダープラス」​

​　　　…建設現場の施工管理を補助するサービス​

​　・「体調管理ソリューション「GenVital LTE」」​

​　　　…現場作業員向け体調管理システム（作業員装着リストバンド）​

​　　⇒現場の安全管理や生産性向上に資するような取組みが対象​

​　　　▶遠隔で現場確認が出来、現地確認頻度を減らせるクラウドカメラ​

​　　　▶AIを利用した施工計画書支援システム​

​　　　▶デジタル技術を活用して施工管理の負担を軽減できるシステム​

​　　　▶熱中症への対策となるウェアラブル端末​

​　　　▶調査時の作業負担を軽減または作業効率が向上する機器類​

​（9）災害時の活躍に関する建設業のPR​

​　・建設業が担っている役割の一つである「災害対応」について、市民向けPRの実施または広報資料​

​　　を作成予定​

​　⇒​​今後、各業界団体へ写真提供等の依頼をすることがありますので、ご協力をお願いいたします​
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​（10）技術者を対象とした表彰制度の導入​

​・建設局土木部では、工事や業務について、業界の技術レベルや意欲の向上、品質確保などを目的と　​

​　して、優秀な成果を収めた企業を毎年度表彰しているが、技術者の確保や育成は喫緊の課題となっ　​

​　ていることから、令和８年度の工事や業務を対象に技術者に対する表彰制度を導入する予定。​

​重点施策Ⅱ：働きやすい労働環境の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​Point​

​・週休２日の質の向上に向けた対応強化【市、業界】​

​・工事の施工時期及び業務の履行期限に関するさらなる平準化の推進【市、業界】​

​・書類作成の負担軽減に向けた取り組みの推進【市、業界】​

​（1）週休２日工事の発注​

​・土木工事では当初から「月単位の週休2日」の経費補正、完全週休2日（土日）を達成した場合に、​

​経費の増額補正。なお、通期の週休2日は補正の対象外のため補正係数を廃止。更に完全週休2日​

​　(土日) 達成時の工事成績評定の加点を廃止。​

​・営繕工事は当初経費補正無し。​

​　達成時に「月単位の週休2日」または「完全週休2日（土日）」の経費補正を行う。​

​年　度​ ​Ｒ６実績​ ​Ｒ７実績​ ​Ｒ８予定​

​①週休２日工事発注件数​

​（継続工事含む）​
​1,204件​ ​1,242件​ ​1,049件​

​②未竣功（継続工事等）を​

​除く取組表明件数​
​965件​ ​989件​ ​－​

​③（通期の）４週８休達成​ ​948件​ ​985件​ ​－​

​割合（③/②）​ ​98.2％​ ​99.6％​ ​－​

​（2）工事の施工時期の平準化​

​・「早期発注（４～６月の稼働件数）」について、令和８年度は６割程度の発注予定​

​・余裕期間制度（フレックス方式）適用は、令和８年度は約５割程度の発注予定​

​年　度​ ​Ｒ６実績​ ​Ｒ７実績​ ​Ｒ８予定​

​早期発注​
​553件​

​（53％）​

​574件​

​（55％）​

​623件​

​（61％）​

​余裕期間制度​
​283件​

​（27％）​

​375件​

​（36％）​

​484件​

​（48％）​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊​​当該年度の発注件数に対する割合​

​（3）業務の履行期限の平準化​

​・「早期発注」に取組むほか、「年度を跨いだ履行期間を設定した業務発注」を実施予定​

​（4）工事書類の作成に関する負担軽減​

​・土木工事では、提出書類縮減に向け不要な書類を明示した「工事書類スリム化のポイント」を令和​

​７年３月に作成​

​・営繕工事においても、工事書類簡素化要領の見直しを行い、令和８年３月に「簡素化書類一覧表」​

​の全面改定を行うとともに、簡素化に取り組む上での補足事項や具体的な取扱いに関する質問・回​

​答をまとめた「Ｑ＆Ａ」を新たに作成​
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​重点施策Ⅲ：業界全体の生産性向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​　​

​Point​

​・ＩＣＴの活用拡大に向けた環境整備【市、業界】​

​・工事や業務における提出書類の電子化の推進【市、業界】​

​・作業の省力化・効率化等に資するデジタル技術の情報収集及び水平展開【市、業界】​

​（1）ICT活用工事の発注​

​　・​​ＩＣＴ活用工事の発注は、毎年拡大しており、令和８年度は122件発注予定​

​年　度​ ​Ｒ６実績​ ​Ｒ７実績​ ​Ｒ８予定​

​ICT活用工事の発注件数​ ​57件​ ​89件​ ​122件​

​　※​​令和７年度新たに小規模工事（市街地施工）においても取組みやすい「First Step SAPPORO​​」型​

​工事を発注し、ICT活用の最初の一歩を応援　⇒令和８年度も取組を継続​

​◆令和８年度工事における変更点​

​　　①歩道バリアフリー工事への適用​

​　　・起工測量&縁石の丁張設置に自動追尾型TSを活用​

​　　②切削オーバーレイ工事におけるAR技術の活用​

​　　・切削厚の路面表示に自動追尾型TSやAR技術を活用​

​　　③成績加点（3D設計データ作成の内製化確認時）​

​（2）ICT研修の実施​

​　・受注者に向け「ICT研修」を今年度も継続して実施​

​　（４月にFirstStepSAPPORO型マスター研修を実施、発注者向けICT研修も継続して実施）​

​（3）ICTに関する情報発信​

​　・ICT施工に関するホームページや相談窓口、ICTアドバイザー制度（開発局）を継続​

​（4）電子納品の標準化（R8年度）​

​　・建設局土木部所管工事において​​原則5000万円以上​​の工事について電子納品の標準化​

​　・下水道局所管工事において​​原則1億円以上​​の工事について電子納品の標準化　​

​　・水道局所管工事において土木A1の​​原則1億円以上​​の工事について電子納品の標準化　​

​（5）ICTを活用した作業等の効率化​

​　・工事における「遠隔臨場」について、発注者指定型及び受注者希望型を合わせて活用を継続​

​・工事における「ＡＳＰ（情報共有システム）」について、受注者からの提案に応じて活用を​

​　実施しており土木・営繕共に実施件数は増加している。​

​　※都市局建築部発注工事においては原則、令和8年度の全ての工事について発注者指定型としている​

​（6）AI活用試行工事​

​　・建設現場では技術者不足が深刻化しており、長時間労働の解消が課題となっている。AI技術の活用​

​　　を通じ、施工の効率化、品質及び安全性の向上を図ることを目的とする。​

​　【適用対象】​

​　・工事現場内で行う取組（工場製作のみの工事の場合は、工場の取組も対象）とする​

​　・施工関係、品質関係、安全衛生関係に該当する次のいずれかの取組み。​

​　　①出来形管理や品質管理、施工方法等において業務の効率化を図る取組み。​

​　　②土工やコンクリート打設（仕上げ工事や設備工事の施工精度）等において、工事目的物の品質　​

​　　　を向上させる取組み。​

​　　③施工中の安全性を向上させる取組みや熱中症対策等、作業員の健康管理に関する取組み。​

​　・発注者が費用を計上していない取組み。​

​　・工事現場として実施が確認できる取組み。​

​　・工事目的物の性能や耐久性等に影響しない取組み。​
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　　　　　　　　　新規組合事業「次代へつなぐプロジェクト」

　　　　　　　　　　　　～新時代を担う若手が主役の業界づくりへ～

＜趣旨＞

　　管工事業界における若手技能者の不足が懸念される中、若年入職者の確保・育成や技術の

　円滑な継承など、将来を見据えた人づくりを行うために研修システム体制の確立を目指す。

＜推進方針（３本柱）＞

　　①技術継承 … 地域性を考慮した技術・技能を次世代へ伝承

　　②人材育成 … 新規就労者・若手従業員のキャリア形成（スキルアップ）を支援

　　③雇用確保 … 将来の担い手確保を目指し、業界の魅力を発信

＜キャリアパス（５ヵ年計画）＞

　　１年目：従業員初心者講習会の受講（新規）

　　２年目：組合主催の各種講習会の受講（既存）

　　３年目：配管工の資格取得を目指す

　　４年目：技能士（技術者）の資格取得を目指す

　　５年目：業界を担う中核的な技術者を目指す

　　　　　　　教育体制を明確化

　　　　　（５年後の姿を見える化）

＜体制＞

　　令和８年４月「次代へつなぐプロジェクト実行委員会」を設置し、「従業員初心者講習会」

　「雇用確保に関する講習会」の実施時期や研修内容、受講料などについて検討。今後は、「若

　手経営者向け講習会」などについても検討する予定。

＜実施概要＞

　（１）従業員初心者講習会

　　・日　　程　　令和８年７月１５日（水）　※２回目以降は毎月１回（計４日間を予定）

　　・場　　所　　札幌市管工事業協同組合 ３階会議室及び駐車場

　　・講習内容　　①水道とは

　　　　　　　　　②図面の見方（管理図・竣工図）

　　　　　　　　　③サドル付分水栓の取付穿孔・配管接合（３管種）

　　　　　　　　　④給水装置工事の申請事務手続き

　　　　　　　　　⑤排水設備工事の申請事務手続き

　　　　　　　　　⑥水抜栓の構造・修理

　　　　　　　　　⑦マナー講習

（小規模企業が多く、新入社員の教育に時間を割くことが難しく、早期の退職につながるケース

　があることから、「従業員初心者講習会」を活用して定着を図る。また、求職者側も企業の教

　育体制が整っているか、求人に応募する上で重要視している）

資料5-2 
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　（２）雇用確保に関する講習会～求人申込みアップのヒケツ～

　　・日　　程　　令和８年　７月　２日（木）

　　・場　　所　　札幌市管工事業協同組合 ３階会議室

　　・講習内容　　①「組合の雇用確保対策と健康経営がもたらす効果について」

　　内容（予定）

　　　・求職側から求人票について感じること

　　　・業界のイメージアップの必要性（新５Ｋ）

　　　・認知から始める採用戦略

　　　・健康経営が注目される背景とその成果

　　　　　札幌市管工事業協同組合

　　　　　　事業担当課長　　木　田　　　司

　　　　　　　　　②「魅力ある求人票について～選ばれる求人を作るノウハウ～」

　　内容（予定）

　　　・「入社したい」と思う記載方法

　　　・求職者の仕事の探し方の多様化

　　　・ちょっとの見直しで魔法求人に

㈱インクルーシブ・マネジメント

　　　　　　　　　代　表　　降　幡　美　冬

（組合員の雇用確保の一助として、選ばれる求人票を作るノウハウについて知見を深める。また、

　自社の求人票をお持ちいただき、個別に降幡氏がアドバイスする）


